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千葉県水道事業給水条例（抄） 新旧対照表 
改正後 現 行 

＜Ⅰ－１－５頁＞ 

（給水申込納付金）  

第３０条の２ 給水装置の新設又は改造（給水管の口径を増径する場合に限る。以下この項におい

て同じ。）を行おうとする者（第２８条第１項に規定する者を除く。）は、局長に給水申込納付

金（以下「納付金」という。）を納付しなければならない。この場合において、改造を行おうと

する者の納付金は、新口径に係る納付金の額と旧口径に係る納付金の額の差額とする。  

２ 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止し、新規に給水装置を設置する場合の納付金の額は、

廃止する給水装置に係る納付金の額と新設する給水装置に係る納付金の額との差額とする。  

３ 第１７条第２項の規定により受水槽に接続する装置に県の量水器を設置する場合にあつては、

当該装置を給水装置とみなす。  

４ 納付金は、別表第３に掲げる額に１００分の１０８を乗じて得た額とする。  

５ 納付金は、第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の２第３項の確認申請後局長

が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。  

６ 既納の納付金は、還付しない。  

  ただし、局長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。  

 

 （開発負担金）  

第３０条の３ 給水区域において給水を受けることとなる建築物（計画一日最大給水量５立方メー

トル以上の建築物をいう。）の建築（給水管の口径の増径及び給水装置のみの新設を含む。）又

は宅地（公共用地を除く面積が千平方メートル以上（千平方メートル未満の宅地を３年以内に連

たんして造成する場合にあつては、その合計が千平方メートル以上）の宅地をいう。）の造成を

しようとする者は、局長に開発負担金を納付しなければならない。  

  ただし、局長が別に定める土地区画整理事業の場合にあつては、この限りでない。  

２ 開発負担金は、建築物負担金及び宅地負担金とし、別表第４に定めるところにより計算した額

に１００分の１０８を乗じて得た額とする。 

ただし、その額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。  

＜Ⅰ－１－５頁＞ 

 （給水申込納付金）  

第３０条の２ 給水装置の新設又は改造（給水管の口径を増径する場合に限る。以下この項におい

て同じ。）を行おうとする者（第２８条第１項に規定する者を除く。）は、局長に給水申込納付

金（以下「納付金」という。）を納付しなければならない。この場合において、改造を行おうと

する者の納付金は、新口径に係る納付金の額と旧口径に係る納付金の額の差額とする。  

２ 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止し、新規に給水装置を設置する場合の納付金の額は、

廃止する給水装置に係る納付金の額と新設する給水装置に係る納付金の額との差額とする。  

３ 第１７条第２項の規定により受水槽に接続する装置に県の量水器を設置する場合にあつては、

当該装置を給水装置とみなす。  

４ 納付金は、別表第３に掲げる額に１００分の１０５を乗じて得た額とする。  

５ 納付金は、第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の２第３項の確認申請後局長

が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。  

６ 既納の納付金は、還付しない。  

  ただし、局長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。  

 

 （開発負担金）  

第３０条の３ 給水区域において給水を受けることとなる建築物（計画一日最大給水量５立方メー

トル以上の建築物をいう。）の建築（給水管の口径の増径及び給水装置のみの新設を含む。）又

は宅地（公共用地を除く面積が千平方メートル以上（千平方メートル未満の宅地を３年以内に連

たんして造成する場合にあつては、その合計が千平方メートル以上）の宅地をいう。）の造成を

しようとする者は、局長に開発負担金を納付しなければならない。  

  ただし、局長が別に定める土地区画整理事業の場合にあつては、この限りでない。  

２ 開発負担金は、建築物負担金及び宅地負担金とし、別表第４に定めるところにより計算した額

に１００分の１０５を乗じて得た額とする。 

ただし、その額に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。  
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３ 建築物負担金は、第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の２第３項の確認申請

後局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。  

４ 宅地負担金は、配水管布設工事を伴うものにあつては配水管布設工事の施行前に、配水管布設

工事を伴わないものにあつては第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の２第３項

の確認申請後局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。  

５ 給水管の口径を増径する場合の計画一日最大給水量は、新規の計画一日最大給水量から増径前

の一日最大給水量を控除した水量とする。  

６ 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止し、新規に給水装置を設置する場合の計画一日最大

給水量は、新規の計画一日最大給水量から廃止する給水装置に係る一日最大給水量を控除した水

量とする。  

７ 宅地負担金を徴収した宅地に建築物の建築を行う場合は、建築物の１階に係る床面積に対応す

る宅地負担金の額を、建築物負担金の額から控除する。  

 

 

 

＜Ⅰ－１－８頁＞ 

別表第２ （第３０条第１項）  
 
    
  手数料を納付しなければならない者   額   

 
  

   
  法第１６条の２第１項の指定を受けようとする者               １０，０００円   

 
  

   

  第６条の３の工事検査を受けようとする者   新設及び全部改造の場合にあつては   

                 ５，５００円、   

   その他の場合にあつては  ４，５００円   

 
  

   

  法第１６条の２第３項ただし書の規定による確認               ４７，０００円   

  を受けようとする者    
    
 

３ 建築物負担金は、第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の２第３項の確認申請

後局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。  

４ 宅地負担金は、配水管布設工事を伴うものにあつては配水管布設工事の施行前に、配水管布設

工事を伴わないものにあつては第５条の承認後局長が定める納期限の日又は第３２条の２第３項

の確認申請後局長が定める納期限の日のうちいずれか早い日までに納付しなければならない。  

５ 給水管の口径を増径する場合の計画一日最大給水量は、新規の計画一日最大給水量から増径前

の一日最大給水量を控除した水量とする。  

６ 給水装置の所有者が、その給水装置を廃止し、新規に給水装置を設置する場合の計画一日最大

給水量は、新規の計画一日最大給水量から廃止する給水装置に係る一日最大給水量を控除した水

量とする。  

７ 宅地負担金を徴収した宅地に建築物の建築を行う場合は、建築物の１階に係る床面積に対応す

る宅地負担金の額を、建築物負担金の額から控除する。  

 

 

 

＜Ⅰ－１－８頁＞ 

別表第２ （第３０条第１項）  
 
    
  手数料を納付しなければならない者   額   

 
  

   
  法第１６条の２第１項の指定を受けようとする者               １０，０００円   

 
  

   

  第６条の３の工事検査を受けようとする者   新設及び全部改造の場合にあつては   

                 ５，５００円、   

   その他の場合にあつては  ４，５００円   

 
  

   

  法第１６条の２第３項ただし書の規定による確認               ４７，０００円   

  を受けようとする者    
    
 

改正後                                                     現 行 
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別表第３ （第３０条の２第４項）   
       
  使用する給水管の口径  納付金の額   使用する給水管の口径  納付金の額  

 
  

 
  

     
  １３ミリメートル  １０万円   １５０ミリメートル  ３，８００万円  

 
  

 
  

     

  ２０ミリメートル   ２７万円   ２００ミリメートル  ７，８００万円  

 
  

 
  

     

  ２５ミリメートル   ４６万円   ２５０ミリメートル  １３，８００万円  

 
  

 
  

     

  ４０ミリメートル   １４０万円   ３００ミリメートル  ２１，９００万円  

 
  

 
  

     

  ５０ミリメートル   ２５０万円   ３５０ミリメートル  給水管の断面積及び  

 
  

  以 上  流量を基礎として局    

  ７５ミリメートル   ６７０万円   長が定める額  

 
      
   

  １００ミリメートル  １，４００万円  
    

 
別表第４ （第３０条の３第２項）   
    
  区分      開発負担金の額   

 
  

   
  建築物負担金   計画一日最大給水量に１立方メートル当たり１３万円を乗じて得た額   

 
  

   

  宅地負担金   造成面積に１平方メートル当たり６５０円を乗じて得た額   
    
 
 
   附 則  

 この条例は、平成２６年４月１日から施行する。  

別表第３ （第３０条の２第４項）   
       
  使用する給水管の口径  納付金の額   使用する給水管の口径  納付金の額  

 
  

 
  

     
  １３ミリメートル  １０万円   １５０ミリメートル  ３，８００万円  

 
  

 
  

     

  ２０ミリメートル   ２７万円   ２００ミリメートル  ７，８００万円  

 
  

 
  

     

  ２５ミリメートル   ４６万円   ２５０ミリメートル  １３，８００万円  

 
  

 
  

     

  ４０ミリメートル   １４０万円   ３００ミリメートル  ２１，９００万円  

 
  

 
  

     

  ５０ミリメートル   ２５０万円   ３５０ミリメートル  給水管の断面積及び  

 
  

  以 上  流量を基礎として局    

  ７５ミリメートル   ６７０万円   長が定める額  

 
      
   

  １００ミリメートル  １，４００万円  
    

 
別表第４ （第３０条の３第２項）   
    
  区分      開発負担金の額   

 
  

   
  建築物負担金   計画一日最大給水量に１立方メートル当たり１３万円を乗じて得た額   

 
  

   

  宅地負担金   造成面積に１平方メートル当たり６５０円を乗じて得た額   
    
 
 
   附 則  

 この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

改正後                                                     現 行 
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 ＜Ⅲ－３－１５頁＞ 
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給水装置工事施行基準 新旧対照表 

改正後                                                     現 行 
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＜Ⅲ－５－１０頁＞ 

様式⑦  誓約書の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅲ－５－１０頁＞ 

様式⑦  誓約書の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誓  約  書 
 

年  月  日  
 
千葉県水道局長         様 

 
住  所                 

申 請 者  氏  名            ㊞    
電話番号                 
個人が申請する場合は、申請書の氏名を自署する      

ことにより、押印を省略することができる。        

 
 
  このたび、 

 
について、防犯上オートロックシステムを設置いたしますが、貴局が行う下記

業務により貴局職員又は貴局の指定する代理人が建物内に立ち入る場合に、支

障ないようオートロックシステムを解除する等貴局の指示に従います。又、管

理会社及び住居者に対しても本主旨を周知いたします。 
 なお、当該建物を第三者に譲渡する場合は、必ず貴局に届け出るとともに、

譲受人に対し本主旨を継承することを併せて誓約いたします。 
 
記 

 
 １．給水契約及び給水契約解除に伴う開閉栓業務 
 ２．量水器の検針、取り付け及び取り外し業務 
 ３．検定期限満了に伴う量水器の取替え業務 
 ４．水道料金未払い者に対する給水停止及び給水停止解除業務 
 ５．その他、急を要する維持管理業務 

 
以上 

 
 

改正後                                                     現 行 


